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一 間題設定  
1 ここでいう政教関係とは，いうまでもなくく政治と宗教の関係＞のこと  
であり，これを主体の面からみれば＜国家と教会（あるし－は宗教団体）の関  
係＞ということになり，権能の面から考察すればく政権と教権の関係＞とい  
うことになろう。   
時期につきく近代＞というのは19世紀を念頭においており，場所としてはく  
イタリア＞に限定している。それゆえ，＜国家＞というのはイタリア自由主義  
国家を，＜教会＞というのはカトリック教会を指している。   
政治と宗教の関係は時代と場所により複雑かつ多岐な様相を呈しているが，  
宗教の自由あるいは信教の自由の観点から両者の関係が自覚されるようにな  
ったのはキリスト教の登場以降によるといえよう（1）。そしてノ使徒座のあるイタ  
リアにおいては・19世紀に統一国家が形成されることになったが，その際， 七  
教会と国家の関係にかかわる諸問題を適切に解決することが不可避の課題と 八  
なった。そうすると，本稿は我が匡1における政教関係につき憲法学の立場か  
男「地鎮祭と玉  （1）この点については，井口文   申料一政教分離原則のディレンマー」岡山  
大学創立五1個年記念論文集『世紀転換期の法と政治』（有斐閣，2001年）105真の注1を  
参照されたい。  
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ら反省する場合にも枠益するところがあるように思われる。  
2 ところでイタリアにおける法学としての憲法学の誕生は，他国と同様に  
19世紀後半にみられるが，その創始者がヴィットリオ▲エマヌエーレ・オル  
ランド（18601952）であり，完成者がその弟子のサンティ・ロマーノ（1875  
－1947）であるとされている（2）。  
オルランドの憲法理論の体系は1889年にフィレンツェで公「りされた『憲法  
原理』に示されているが，ここでは1905年の改訂第4版（3）に依拠して，その宗  
教の自由論を検討することにしよう。この著書の「第6編 国家と個人の関  
係」の第5章において「良心と礼拝の自由．が考察されているので，その概  
要をここに記すことにする。  
その始悦においては，良心の白山はいかなる法的制裁とも関わりのない領  
域で発展してきている。ある；jミ教を信ずることは内奥の確信によるのであり，  
国家がこれに実質的な影響を及ぼす千段をイj‾してはならないということにな  
ろう。しかしながら、いかなる信仰も必然的にそれを表明する外的行為を想  
定しているものである。この意味において，そこに生じる諸関係を法が規制  
するということはありうる。それゆえ，良心の円山は，礼拝又は信仰告白の  
自巾と不七丁分に結びついている。  
近代公法は，かかる自由を保障する。良心は，その本性上，いかなる外的  
強制をも受けることがないものであるから，ぷ数的意比を表明することは単  
に権利であるばかりではなく，義務でもあ「）うる。そして，国家は，市民が  
この義務を僻思し偽善的行為を行うように要求することはできない。宗教と  
いうものは，絶対的＜真理＞（4）を含んでいることを想定しているので，この真  
理に伴う力自体でもって勝利し優越しなければならない。物理的力でもって  
信仰を強制することは不道徳的かつ嫌悪すべき行為であるから，国家は注意  
（2）イタリア憲法学史については，Ⅸ1ario G乙11izia，ProfilistoricoCOmparativi della   
scienza deldirittocostituzionale，illArchivio Giuridico，1963，3，75ss．を参照された   
し、。なお，ロマNノの行政法理論については，仲野武志「公権力の行使概念の研究（川）」   
法学協会雑誌120巻卜号（2003年二）73頁以下におし、て詳細に検討されている。これは注F1   
すべき力作といえよう。  
（3）Ⅴ．E．Orlando，PriIICipiididiritto costjtuzionale，quarta edizione riveduta，G．   
Barbera，Firenze，19O5．  
（4）原文では，“un Vero assoluto”と大文字が使用されている。  
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深くかかる行為を避けるようにしなければならない。その結果，近代国家は，  
信教の違いにより市民の権利と義務の間に段階と重要性の区別があることを  
容認することはない。むしろ国家は，宗教の違いがもたらすであろう深刻な  
混乱から公共の平穏と和合を保護し推進することに関心を有している。   
とはいえ，かくも明瞭なこの権利は，歴史的にみて最も争われてきた権利  
の一つでもあった。自由を標模する国家もかかる自由を揉朋してきたのであ  
る。抑圧された宗教は寛容を主張し，勝利を収めた宗教はこれを否定する（5）。   
良心の自由が衝突することになったこれらの特別な障害の理由は，主とし  
てキリスト教神学の理念の影響下で国家が長年の間自己の属性としてきた信  
教的色彩（6）に求めることができよう。ここで問題は他のより広範な国家と教会  
の関係という問題と結びつくことになるが，この主題については公法の特別  
な一分野すなわち宗教法で取り扱われる。しかし，この間題は宗教の自由の  
問題と緊密に関わる側面を有している。かかる国家はこの地上で実現すべき  
宗教的使命を有していると信じこんでいるということは理解しうるので－も  
っともこのことを正当化することはできないが－，この公認された信仰を抱  
かない者に対してほ強制的手段を使用する。異端を犯罪として処罰し，法外  
に放置するという暴力的なもののみがかかる手段ではない。最も緩和された  
ものとして，「国教」の存在そのものが良心の自由を侵害していることを示唆  
している。というのは，公認された宗教に帰属していることはその信者に，  
他の宗教の信者には欠けている特定の特権を保障しているからである。この  
問題を経済的側面から考察しても，国家が予算でもって特定の宗教に礼拝の  
ための支出をしたときは，他の宗教の信者は虚偽であると信じている宗教へ  
の金銭の支出を余儀なくされることになるのである。   
以上のことを前提とするとかかる権利が肯認されるが，ここで国家がこれ  
を実現する方式をみてみよう。消極的には，国家は特定の宗教上の告白を課  
したり推奨することほないし，特定の信仰を告白する者にある種の特権を保  
障して宗教の選択に間接的に影響を及ぼすことはない。積極的には，各宗派  
の信仰を外部に表明することを正当なものとして認め，異なる宗派間の相互  
（5）オルランドはここで注を付し，1829年までイギリスのカトリック教徒は法外放置され，   
公職就任が禁止されてきたことに言及している。  
（6）原文は，“CarattereCOnfessionale”である。直訳すると「信仰を告白する性質」とな   
ろう。すなわち国家を擬人化し，その国家が特定の信仰を告白している状態をし、う。とり   
あえず意を汲んで本文のように訳した。  
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の平和共有を確保するために介入することもある。  
次に，この権利の限界がある。第→に，異なる宗派が共存しているという  
事実から，他の宗派の自由を侵害するようにいたるまで自己の自由を拡張す  
ることは合法とはいえないということになろう。次いで，一般に理解されて  
いるところによると，宗派の自由の承認は，ある国家の全公法体系と調和的  
なものでなければならず，信仰のいかなる表明もこれを撹乱したり侵害する  
ことはできない。宗派の外的行為が法秩序（ordinegiuridico）と抵触すると  
きは，この行為の効果を維持するために宗教の自由の原理を援用することは  
できない。また，かかる行為が宗教結社の内部において行われた場合も同様  
である。かくして，たとえば，背教者に対して教会当局は，その利用しうる  
すべての霊的武器を差し向けることができるが，その者の一身を物理的に侵  
害したー），またはその自由を制限することはできず，この場合には国家が市  
民としての一身の保全を擁護するために介入することになる。この市民はあ  
えて良心の義務の慨怠を目していることにはなるが，人間の制定した法律（7）は  
かかる事項に二十渉することはできないのである。  
しかしながら留意すべきことは，近代国家は信教的色彩を有すべきではな  
いと断言することは，近代国家が宗教的次元における問題につき完全に無関  
心であるべきだといっている訳ではないということである。この間題はある  
国民の霊的および政治的生活の多くの部分に関係Lているのである。宗教的  
自由の原理は，これまで説明してきた意味において理解さるべきであり，必  
ずしも「自由な国家における自由な教会」（8）という定式を示唆Lているもので  
はない。この定式が法原理にまで昇華させられると，重大かつ危険な誤謬を  
含むことがありうる。宗教関係は各椎の次フ己の多様かつ重大な法関係を生じ  
させることがあり，国家はこれを規制するために介入する権利と義務を有し  
ているのである。   
毛  オルランドの宗教の自由に関する叙述に眼を通すと，今［1の時点からみれ  
五 ば至極当然のことに言及していると思われるかもLれないが，ここでは次の  
点に触れておきたい。  
（彰 問題を考察する際に国家中心主義が際だっているように思われる。すな  
（7）原文は，“1eleggiumane”である。「人定法」と訳すことも叶能であろう。  
（8）“LiberaChiesainHberoStat（）1’．後に検．汁するようにカヴールの提唱Lた葦票語である。  
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わち，国家制定法の見地からのみ宗教問題を取り扱っており，宗教の重要性  
を意識しながらも法的にはあくまでも公法体系の維持が枢要な課題とされて  
いる（9）。  
② したがって，個人の宗教の自由を問題にしているが，宗教結社にかかる  
問題については関心がないようである。オルランドの自由主義的信条に由来  
するのかもしれない。ただ，個人的には教会に畏敬の念を抱いてはいたので  
あろう。  
③ 宗教の自由が政教関係に密接に関連していることは承認しているが，こ  
の間題の取り扱いは公法の特別な分野である宗教法に委ねられ憲法学の対象  
とはしていないようである。  
④ そして，何よりも注目されるのは，当時はもちろん今日においてもイタ  
リア国民の大多数が帰依しているカトリック教につき他の宗派との違いを何  
ら認めていないことである。   
後に詳述することになるが，アルベルト憲章第1条によれば，カトリック  
教は国の唯一の宗教であり，既存の他の宗派は単に寛容により存在が認めら  
れるにすぎなかったのである。すなわちカトリックは憲法上国教とされ特権  
的地位を占めるべきであり，ワルド一派とユダヤ教という既存の他の宗派の  
みが法律によりその存在が認められ，これ以外の宗派は国法」上布在しえない  
という建前になっていた。もちろんオルランドも先に示した叙述の直後にこ  
のことに言及してはいる。それならば，いかなる言及がなされているのか。  
次のようにいう。憲章第1条は事実として効力を有していない。一般にはこ  
のことは事実による破棄とみなされているが，それのみではなく他の法律が  
本条を廃棄したことにもよるのである。かくしてカトリック教会と国家の関  
係は1871年5月13日の法律により規制されている。この法律によりイタリア  
国家は信教的色彩をすべて失ったのである。また刑法典（10）においても宗派の  
違いに言及することなく礼拝に対する罪を定めている。   
このオルランドの指摘を検証することが本稿の課題の一つであるDなお， 毛  
（9）MarioGalizia，ProfilistoricovCOmparatividellascienzadeldirittocostituzionale，   
cit．，87によれば，憲法学を再構成する際にオルランドが依拠したのは，私法学者がロー   
マ法学に倣って採用した技術であり，また当時ドイツ公法学において私法モデルを模範と   
して彫琢きれていた課題設定であったという。そうするとオルランドの法学的方法はドイ   
ツ公法学の色調が漉いものであったとみなすこともできよう。  
（10）1889年の刑法典である。  
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「自由な国家における自由な教会」という定式は，カヴールがローマ問題が  
焦点になった1861年3月25日の代議院における発言において示したものであ  
るが，オルランドはこれを政治的標語にすぎず法的には全面的には支持しえ  
ないと述べている。この点も検討課題となろう。  
2 さて，時代をおよそ半世紀下ってロマーノの宗教的自由論を検討するこ  
とにしよう。ここでは1947年の『一般憲法原理 改訂第2版』（11）に依拠する。  
宗教的自由は，「第1部 国家概論」に含まれる「第9章 憲法的自由」の「第  
2節 個々の自由」において取り⊥げられており，思想の自由に言及して，  
次のようにいう。  
これらの自由の中でも，とりわけ重要なのが宗教的自由である。この自由  
は，公認宗教を有する諸国においても，いわゆる世俗的な諸匡＝こおいても一  
般に承認されている。前者において通常なされてきた国教と単に「認容され  
る」にすぎない他の宗派との相違は，徐々に減少してきており，後者にもこ  
の自由が完全に承認されているので，消滅しているともいえよう。かくして  
イタリア国においても，カトリック以外の宗派ももはや「認容される」ので  
はなく「認定される」ことになっており，公の礼拝も自由である。ただし，  
公共秩序および善良の風俗に反する教理を宣教したり，かかる礼式を挙行す  
ることはできない。  
宗教的自由は多様な側面を石しており，さまぎまな保護を受けている。  
a）刑法の規定により，漕神，信仰署に対する侵害，礼拝行為の妨害等が犯罪  
（11）SantiRomano，Princit）iididiritto costi［tlZiouale generale，SeCOnda edizione  
riveduta，Giuffre，Milano，1947∴なぉ，我が匡＝二i］けるT＝マーーノ研究については以下の  
ものを参照されたい。小谷英男「親子関係をめく、、る同家制定法とく私人たちの法＞19  
世紀イタリア法秩序の重層的桶還についてノ川」社会科サ研究47巻4号（1995年）117頁・  
一・ミーー－ 
．・  
と国家の制度論的仮説」法学政治学論究47り・（2（）n什隼）1頁・l司「秩序の『動的』理  
論－サンティ・ロマーノの法思想一一，・，，」同49サ（2001年J31軋．江原勝行「憲法法線生成  
観並びに多元主義的統治体観に関するあるp；＃きの糸SantiRomano《法秩序体＝制度≫  
理論のこと，若しくは法規範生成の契機に才；ける∫拝実惟を循一喝する概念構成とは－」早  
稲田法学76巻1号（2り00年）73黄巾」2号1R5ビ（・ltり4サ（2001年）85頁・l司77巻1号（2∩〔11  
年）87頁，仲野・前掲亡i三2。  
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とされ，場ノ飢こよってはかかる行為が公認宗教に対してなされたかあるいは  
他の宗派に対してなされたかにより刑罰の重さが違うこともある。  
b）宗派の違いは，その者の公法上および私法上の能力に影響を及ぼすことは  
ない。  
c）宗教結社への帰属は，決して義務的なものとはならない。これは当該結社  
の内部秩序が異なる定めを有していても妥当する。このことは，国法にとっ  
て，当該秩序が常に契約的性質を有しているとみなすべきだということには  
ならない。たとえば，カトリック教会の内部秩序は階層的秩序であることが  
承認されている。だが，洗礼の消えることのない霊印（12）の結果としてカトリ  
ック教会に帰属する義務をもたらし，または誓願の告白によりある修道会に  
帰属する義務をもたらす等の教会規範は，国法上の効果にとっては法的意味  
を有しない。  
d）宗教に関する討論は完全に自由である。ソヴィェト憲法は反宗教的宣伝の  
自由をも宣言している。  
e）個人に関することに加えて，宗教法人との関連においても宗教的自由を考  
慮にいれなければならない。一般に，国家は宗教法人一過常は公法人とみな  
される一に対して監督および監視権を行使する。そして当然のことながら，  
宗教法人の自由がある程度制約されることになろう。当該事項，当該法人を  
認可するか否かにかかる国の権限，場合によっては解散させる権限等に関す  
る・一般原則につきここでは触れることができない。  
f）とりわけイタリアにおいては，カトリック教会の上級機関にかかる自由に  
つき特別の保障がなされている。当該事項は1871年の教皇保障法により規制  
されていたが，現在では1929年2月11［ゴの条約と協約により新たに規制され  
ることになった。   
さすがに「法＝制度二法秩序」および「法秩序の多元性」を提唱するロマ  
ーノは，学問上の師であり自由主義者であったオルランドとは異なり，宗教  
結社，宗教法人にかかる問題にも言及している。そして当然のことながら1929  
年のラテラノ協定にも筆が及んでいる。この叙述の直後でその若干の内容を  
（12）原文は，“Carattereindelebi】e delbattesimo”である。カトリック新教会法典849条   
に依拠Lてこのようlこ訳1ノた。『カトリック新教会法典［羅和対訳］』（有斐閣，1992年）   
471頁を参照されたい。  
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取ー）上げているが，政教関係については「第10章 凶家と他の団体との結合」  
の「第4節 国家と教会の結合」で詳述しているので，ここでその概要を紹  
介することにしよう。  
1．国家と教会の結合がおこなわれるためには，桔々の条件が同時に存在す  
ることが必要である。第1の条件は，国家が自Lの臼的として宗教的利益の  
配慮を列挙することである。この配慮はカトリック教会によってもなされる。  
むしろその方が基本的であるといえようが，国家の場合にはその性格が異な  
り，射程も違ったものとなりうるであろう。当然ながら，このことは国家が  
自己の宗教としてカトリック教を採用するとき，すなわちカトり、ソク的意味  
での信数的色彩を採用するときにより顕著になる。だが，カトリックとは異  
なる公認宗教を有する諸国，あるいは自己の宗教を有することなくいわゆる  
世俗のシステムに依拠する諸国も，国民の全休または【→部がカトリック教徒  
から構成されているので，国民の宗教的要請の満足に無関心であることは適  
切ではないとみなすこともありうる。第2の必要条件は，国家が自ら，自己  
の秩序のみによって，したがってけ務的に，教会との関イ系を規制しないとい  
うことである。この関係は双方の当事者が参与する秩序により規制されなけ  
ればならない。かくして両者の協和（co11igatio）が生じる。そうでなければ，  
両者の結合ではなく，いうところの両者の分離という事態をもたらすであろ  
う。  
以上のことから次の帰結を引き出すことができる。すなわち，結合システ  
ムと分離システムの区別を信教的色彩システムと世俗システムの区別と混合  
してはならない。カトリいノク的意味での信教的色彩二を帯びた諸国も教会と真  
の意味での結合状況にないことが頻繁に生じてきた。実際，コンスタンティ  
ヌスによるカトリック教会の公認以降長期間にわたー），教会は国家の単なる  
一機関であr），そして国家元首（皇帝：Cesare）はある意味で教会の長（教  
主 皇：papa）でもあると考えられていた（司祭皇帝制：sacerdosrimperator）J  
この場合には両者の結合ということはなかったL，ありえなかった。皇帝制  
（cesarismo）あるいは皇帝一教皇制（cesareopapismo）というt，のは，  
一老が他者の要素となっているので，両者は単一休となっているとみなさざ  
るをえない。したがって，かかる視点からは，両省の結合ということはあり  
えない。結合ということは，多元性が維持されていることを前提とする。も  
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ちろんこの多元性がより巨大な単位に包摂されていることはあー）えよう。ま  
た，理由は異なるが，かかる結合は国家管轄制（giurisdizionalismo）¶この  
システムは18世紀に完成し典型的なものとなった一においても生じることは  
絶対にない。すなわち，匝懐が教会に対して主張しうる「至聖にかかる権利  
（iuscircasacramaiestaticum）」，そしてこの代償として教会に付与される  
特権は，ともにその根拠を専ら国家制定法に有しているのである。逆に，信  
教的色彩を帯びながらも教会と結合していない諸国と対比しうる諸国も存在  
する。その数も少なからず，カトリック的意味での信教的色彩を帯びておら  
ず，あるいは端的に世俗的であって，教会と協約に基づいて一連の関係を  
結んでいる。これは，法的視点からは，結合を示しているといえよう。も  
っとも，具体的関係においてはその領域は極めて限定されたものとなって  
いる。  
2．国家と教会の結合には種々の形姿があったし，今日においてもそうであ  
る。   
かかる形姿の叶で想記すべきなのは，一つの共同体（いわゆるキリスト教  
共和国：respublicachristiana）が形成されつつあった中世において存在した  
典型的形姿である。次いで，この共同休から近代国際共同体が発達すること  
になった。これには，すべてのキリスト教諸国が参加しており，その首長は，  
俗権については皇帝そして霊権については教皇であった。ただ，後者は，あ  
る期間，「世俗に向けられた権力（potestasdirectaintemporalia）」をも引  
き受けていた。この当時，いわゆる教皇主義あるいは教皇による神政（teocratico，  
curialisticoopapale）が種々の形と程度で行われていたのである。いずれに  
しても，かかる共同体の意味するところは，一国家ではなく複数の国家と教  
会の結合である。そして，これらの国家は教会の主権に服属していたので，  
非対等の結合であった。   
このキリスト教徒の共和国は1648年に消滅したが，その後，匡l際共同体の  
成員としての教会は同じく成員である諸国と結合することになった。これと  
は別に，これらの国々と教会の結合もあり，それは異なる様相を呈し，各国  
と教会の特別の結合であることが通有であー），各国は相互に関係をもつこと  
はなかった。一一般的には，この結合は，いわゆる協約（concordati）を根拠に  
している。この協約の形姿は時代により異なるが，今【1では，双方により設  
定される秩序を成しており，両者間に基本的に対等な結合を定めている。通  
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常，協約は「純粋な霊的事項（res mere spirituales）」にかかわることはな  
い。これについては教会の専権が承認されている。また「純粋な世俗事項（res  
mereciviles）」にもかかわらない。これは国家の専権事項である。共通の領  
域にかかる事項，すなわち「混合事項（resmiⅩtae）」にかかわる。近代にお  
いては，協約は，神政においていわゆる教皇党論者が主張したごとく教会の  
法律でもなく，逆にいわゆる王党派論者が主張したごとく国家の法律でもな  
い。また通説がみなしているごとく匡l際条約でもない。条約だとすると，国  
家と教会の結合は国際共同体の姿を明示に浮かび上がらせる特有の結合であ  
るという帰結をもたらすことになろう。だが，協約は，聖座と国家が国際共  
同体の成員資格を有することを前提としていないし，その日的と秩序にかか  
わるものではない。これは独自の秩序であー），法的性質を有している。何故  
かというと，両者の間に一つの「社会（societas）」を生ぜしめ，各々の内部  
秩序と行為をこれに適合せしめるように義務づけ，お互いを拘束するからで  
ある。先述のごとく，このような性質と効力を有する協約は非カトリック諸  
国によっても締結しうるし，またしばLば締結されている。協約を締結した  
多くの国の中にイタリア団も挙げられる。イタリアは聖座との和解に際し，   
1929年2月11日に条約（第1条でカトリック教は国の唯一の宗教であるとい  
う原則が再確認されている）とともに，「イタリアにおけるカトリック教と教  
会の諸条件を規律することを目指して」協約をも締結した。   
かかる政教関係論の特色につき，とりあえず以下の2点を指摘しておきた  
い。  
① ロマーノは国家と教会の分離ではなく結合という視点から両者の関係を  
考察していることに留意すべきであろう。ここでいう紡合（unione）とはな  
にか。たとえば国家は他の国家と結合して国際共同体を形成する。後者は独  
自の法秩序をなしているが，その構成員である国家も自己の法秩序を維持し  
たままでいる。すなわち，国家の始源的あるいは主権的秩序とは別の法秩序  
が結合により誕生する。原理的にいうと主権を有する国家間の関係は分馳さ  
れたもので互いに独立なものであるといえよう。しかし現実には国家は，国  
家としての存在を維持するためにも他の国家あるいは独立した団体と何らか  
の連携を求めざるをえない。この連携のために種々の結合がおこなわれる。  
国際共同体がその典型であるが，国家は結合して国家連合，同君連合，ある  
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いは連邦国家を形成することもある。この場合には国際共同体は形成されて  
いないが，構成国とは別個の秩序が存在することになろう（13）。   
すなわち，ある実体が自己充足のために同一性を保持しながら他の実体と  
何らかの連携関係にはいることをロマーノは結合と捉えているように思われ  
る。   
この説に与すると，国家と教会の関係もこの結合の視点から捉えるべきで  
あるということになろう。というのは両者は別個の秩序をなしてはいるが，  
その成員を共通にするので何らかの連携が当然に必要となるからである。ち  
なみに，我が国の貴高裁は津地鎮祭判決（14）において，「国家は実際上宗教とあ  
る程度のかかわり合いをもたぎるをえない」と説示したが，これも結合とい  
う視点をふまえれば十分に納得しうるといえよう。もちろんここでいう宗教  
を宗教団体に置換する必要はある。  
② さらにロマ・一ノの議論には，キリスト教化したヨーロッパにおける政教  
関係を考察するために不可欠ともいえる種々の類型が提示されている（15）。   
まず，く皇帝一教皇制＞というものがあった。ローーマ帝国において313年に  
コンスタンティヌスのミラノ勅令，リキニウスのニコメディア勅令によりキ  
リスト教が公認されると，皇帝が最高神官（PontifexMaximus）であるとい  
う伝統にしたがい，皇帝が教会の首長となり，公会議を召集し，教令を発し，  
信仰箇条を遵守せしめた。この制度においては，国家の一機関として教会が  
存在し，政権と教権とは前者の優位の下で融合していたので，ロマーノによ  
ると国家と教会の結合ということはありえなかった。   
次に，く国家管轄制＞が取ー）上げられている。宗教改革後の宗教戦争を終わ  
らせたアウグスブルグの宗教和議（1555年）においては，君主にiusreformandi  
（臣民を改宗させ，教会の内部事項に介入する権利）が付与され その結果，  
君主の信仰する宗教に改宗しない臣民は他国への移住を余儀なくされること  
になった（cuiusestregi0，illiusetreligio）。そして30年執争後のウエスト  
ファリア条約により，カトリック，ルター派，カルヴァン派に同等の権利が  
承認された。この間に教会が国家に従属する体制が確立し，この下で国家は  
（13）SantiRornanO，Principiididiritto costituzionalegenerale，Cit，，132ss．  
（14）最大判昭和52年7f】13日民集31巻4号533頁。  
（15）以下の叙述においては，FrancescoFinocchiaro，Dirittoecclesiastico，SeStaedizione，   
Zanichelli，Bologna，1997，16ss．を参月利こした。  
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数会を保護する権限，教会から国家を防御する権限を有するとされた。かか  
る政教関係も国家と教会との結合ではないということになる。  
さらに，神政というものが主張されることもあったr〕これは国家が教会に  
服従する体制である。地上の同が人の現世の幸福のみを追求しているときは  
人と同様に罪を犯しているのであり，かかる状況を避けるためには神の法に  
したがわなければならい，との命題がこの根拠になっていたといわれる。こ  
の命題は，グレブリウス7世の登場（1073年）からボニファティウス8世の  
死（1303年）まで強力に帖えられ，1077年のカノッサの屈辱がその象徴的事  
例であった。ロマーノによると，これは中世における命題にとどまり，現実  
にはキリスト教共同体の下で教会とキリスト教諸凶の問には，非対等（教会  
優位）の結合が存在したことになる。  
最後に，同格制がある〔〕これは，国家と教会は，各々の領域において独立  
かつ最高であることを両省が承認し，双■方の合意により政教関係を規律して  
いこうとするもので，そのために協約が締結される。この制度の下において  
は国家と教会は対等の立場で結合することになり，1929年のイタリア国と教  
会の協約もこの中に含まれることになる。な玖1948年のイタリア共和国憲  
法第7条1項は，国家とカトリック教会は，各々の秩序において独立かつ主  
権的である，と定めているが，このような把据は，レオ13世の回勅“Immortale  
Dei”（1885年11月1日）（16）における次の叙述に由来するともいわれる（17）。「教  
権と政権とはともに各々の秩序において最高である（Utraqueestinsuogenere  
maxima）」。  
さて，以上の検討により本稿の課題と分析視角が明らかになったので，本  
題の考察に移行することにしよう。  
（16）Enchiridion delleEncicliche3，Edizi（）nidehoniane，Bologna，1997，33O．  
（17）Giorgio La Pira，La casa comune，Cu7tura Nuova EditT・ice，Firenze，1996，53にお   
いて序文を執筆しているUgo De Siervoの記述に依拠した。なお，レオ13世のこのILjl   
軌は，キリスト教国家論を主題にしたものである。  
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ニ アルベルト憲章における宗教関係規定  
1 まず，1848年3月5日に公布された「サルデーニヤ王国憲章」，通称「ア  
ルベルト憲章」における宗教に関係する規定を概観することにしよう（18）。  
第1条 使徒伝ノ承のローマのカトリ、ソク教は回の唯一の完ミ教である。既存の   
他の宗派は，法律に従って認容される。  
第18条 聖職禄にかかる国権に属する権利又は国外からもたらされるあらゆ   
る性質の扶助料の執行にかかる権利は，国王により行使される。  
第28条 出版は自由である。但し，その濫用は法律で禁止される。  
② 前項の規定にかかわらず，聖書，公教要理，典礼書及び祈藤吉は，司教   
の事前の許可がなければ，出版することができない。  
第33条 元老院は，匝は任命の終身の議員で構成される。議員の定数はなく，   
満40年に達した次の範暗に属する若から選任される。  
1）国の大司教及び司教  
（以下略）  
これによr），次の点が確認されよう。  
（彰 サルデーニヤ土国はカトlトンクを国教とする信教的色彩を帯びた国家（Stato  
confessionaleinsellSOCattOlico）であったこと。  
② 既存の他の宗派というのは，ワルド一派，ユダヤ教のことであり，この  
2派は寛容の精神で法律によりその存在が認められたが，他の宗派は法外の  
ものとされたこと。  
③ カトり、ノク教会は，宗教にかかわる文書に対し検閲を行う権利を保持し，  
また終身の元老院議員を有することが保障されていた。   
すなわち，国教とされたカトリ、ソクが他の宗派に比して特権的地位にあっ 主                                               二三  
たということができよう。  ハ  
（l勧 7ルベルト憲章の邦訳については．違法調査会事務局編「イタリア憲法のあゆみ」憲資・   
総第52号（1961年）63貞，S・ポルゲーゼ（岡部史郎訳）『イタリア憲法入門』（有斐閣，  
1969年）176頁，A・バーチェ（肘1文男誹）『憲法の硬性と敵性』（有信生，2003年）155   
頁を参照されたい。  
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2 これは18世紀のビュモンテ王国においてカトリック教会が有していた地  
位を反映したものである。この時代には国家と教会の関係は協約に基づくも  
のであったが，カトリック教が国教とされていたために教会には多くの特権  
が保障されていた（19）。   
まず，教会は，いかなる制約をもうけることなく財産を取得し所有する権  
限を有し，しかもこの財産は譲渡不吋能で時効にかからないとされていたた  
めに死手（manomorta）として，蓄積することができた。また，神学校，司  
教館，修道会の土地と建物は課税の対象とされなかった。他方，教会は，祭  
而巳に必要な支出のために財産収入・寄付金で不足する場合には信者に課税す  
ることもできた。   
次に，司法」∴は教会裁判権が保障され，民事においては聖職者が原告又は  
被告になる事件すべてに管轄権を有し，刑事においては聖職者の犯したすべ  
ての犯罪及び異端，聖物目酒，堅物侵害にかかるすべての犯罪の裁判を行っ  
た。   
さらに，出版は政府と教会の検閲のFにあり，教育は司祭の掌中にあり，  
公職に就任し，大学に進学するためには信仰告白を義務づけられた。もちろ  
ん婚姻も教会婚でなければ有効なものとはされなかった。   
他方，国家の方では教会に対して次の権限を有していた。まず，上根聖職  
禄任命権，すなわち王国の司教又は大司教の教皇による叙任の際に候補者名  
簿を提出する権限である。そして司教又は大司教は，就任に際し官吏と同様  
に国王への忠誠を宣誓する義務を負っていた。又，教皇の行為は国王の嘉納  
がなければ王国において公示したり遂行することはできなかった。さらに，  
教会当局の侵害行為に村し何人も国家当局に不服申立てをする権利も存在し  
た。これらはすべて国家管轄主義に依拠した制度といえよう。   
かかる状況の下で既存の2宗派すなわちワルトー派とユダヤ教は種々の不  
利益を蒙っていた。ユダヤ人に対Lては，公職就任，就学，不動産の取得，  
公的扶助が禁止され，居住・移転の円山も制約された。すなわち，特定の都  
市の特定の地域に居住しなければならず，夜間の外出は許されなかった。ワ  
ルドーー派の場合は，これより寛大な政策が採られ，指定された居住地域にお  
（19）以Fの叙述は，F．RacioppieI，BruneⅢ，Comme11tOa1loStatutodelRegno，VOlJ   
Utet，1909，66ss．を参照した。  
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いては礼拝，財産の所有・移転が認められ，子どものために学校を開設L，  
公職に就任することもできた。しかし，これ以外の地域ではやはり制約を受  
けることになっていた。  
3 以上に概観した政教関係は，1837年の民法典（20）の目頭で規範化されるこ  
とになった。  
第1条 使徒伝承のローマのカトリック教は国の唯一の宗教である。  
第2条 国王は，光栄にも，教会の守護者であり，教会に帰属する権限事項   
にかかる法律の遵守を推進する。  
② 最高司政官は，教会と国家の良好な協調が維持されるように注視し，こ   
の目的のために，教会事項にかかる権能と管轄権を，慣行と理性に即して，   
行使するものとする。  
第3条 国内に現在する他の宗派は，その特別の慣行と宗規に即して，認容   
されるにすぎない。  
これにより，憲章の第1条がこの民法典の第1発と第3条の規定を踏まえ  
たものであることが分かるであろう。しかしながら，このような憲章の規定  
にもかかわらず，実際には自由主義的政治家によリカトリックに対しては敵  
対的で，宗教の自Lh 各宗派の平等をH指す立法が制定されていくことにな  
る。この経過を考察することにしよう。  
4 まず，憲章公布以前にワルド一派に私権と政治的権利が付与さズ‘Lること  
になった。1848年2ノ＝］17日勅書第673号（21）は次のようにいう。  
「ワルド一派は，王国の臣民の有するすべての私権と政治的権利を享有し，  
大学を含む学校に入学し，各段階の学問を佗得することが認められる。   
ワルド一派の礼拝，その設置する学校は，従前のままとする。」  
＜礼拝が従前のままである＞というのは，カトリック国においてはプロテ  
糾 F．Racioppiel．Brunel）i，Cornmento allo Statuto delRegno，Cit．，71，  
窟l）この勅書は，Raccoltadegliattidelgovernodisuamaest畠ILREDISARDEGNA，  
1848に登載されている。，なお，F．RacioI〕pieI．Brunelli，CommentoalloStatutodel   
Regno，Cit．，75．も参照されたい。  
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スタントは可‾視的教会を有Lえないという政策を堅持することを意味してい  
るようである（22）。そして，＜その設置する学校が従前のままである＞という文  
言には，ワルド一派の設置する学校にはカトリックの子弟を入学せしめては  
ならない，あるいはカトリック教に反する教義を子弟に隠然と教え込んでは  
ならないという指針が反映されているようである（23）。いずれにしても細心の  
配慮でもってワルドー派の解放がなされたといえよう。  
ついで，1848年3月17Flに代議院議員選挙法甜〉が公布されたが，弟1条に  
次の‾文言が登場した。  
「臣民に選挙権の行使を認める際には．その告白する信仰を理由として私権  
又は政治的権利に制約を課していた特別の規定は考慮に入れないものとする。」  
これによりユダヤ人にも選挙権が認められたことになる。そして私権につ  
いては，1848年3月29日勅令第688サ25）が次のように定め，ワルド一派と対等  
になった。  
「王国に居住するイスラエル人は，本F≡J以降，すべての私権を享有し，各段  
階の学問を帽得することができる。礼拝，その設置する学校は，従前のまま  
とする。」  
さらに，18姻年4月15日勅令第700号（26Jにより，「王国に居住するイスラエ  
ル人は，本日以降，既存の法律と紀律に従い，徴兵軍人となることが認めら  
れる」ことになった。  
以上の措置を確認するため，あるいは従来の宗教政策の枠組みを大きく変  
更するために，「宗派の違いは，私権及び政治的権利の享有並びに文武の官職  
就任への妨げとはならない」という単条の法律が1848年6月19日に制定され  
（22）F．RacioppieI．Brunelli，Commento alloStatut（）delRegno，Cit，，74，  
佃 F．RacioppieI．Brunellj，ComnlentO a170StatutodelRegn（）．Ci亡．，75，  
伽）Raccolta degliattidelgoverno disua maest畠ILREI）ISARDEGNA，1848，125，  
CZ5）この勅令は，RaccoltadegliattidelgovernodisuamaestえILREDISARDEGNA，  
1848に登載されている。  
（26）この糾合は，Raccoltadegliattjdelgoverll（）disuamaestaILREDISARDEGNA，  
1848にこて貢裁きれている。  
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た（27）。   
ここでは，「宗派の違い」という文言が使用されているために，ワルド一派  
とユダヤ教という「既存の宗派」のみでなく，カトリック以外のすべての宗  
派に対等の権利が付与されたと解釈することも可能である。そうだとすると，  
憲章公布後3かfjにして第1条の定める規範は変遷し，第24条に定める平等  
原則が実現されたということになろう（28）。  
三 イタリア自由主義国家の宗教立法  
1 かくして憲章公布後早々にカトリ、ソク以外の宗派に自由と平等を付与す  
る施策がとられたが，他方ではカトリックの特権を剥奪する方針も寺余々に実  
現されていくことになる。まず，イエズス会を追放するために1848年8月25  
日法律第777号（29）が制定された。全訳を示しておこう。  
第1条 イエズス会は全王国から完全に排除される。その支所及び寄宿学校   
は解散され，いかなる人数の集会もすべて禁止される。  
第2条 イエズス会に属する建物，動産及び不動産のすべての財産，地代収   
入及び債権は一般会計に組み込まれ，今後必要な場合には1848年3月20日   
の勅令により設立された国の事業団により保有管理されるものとする。  
第3条 王国の臣民でないイエズス会会員は， この法律の公布後15日以内に，   
出国しなければならない。出回しない場合には追放され，追放後に再入国   
した場合には公安法に完三める刑罰を科する。  
第4条 イエズス会に属する臣民は，この法律の公布後8日以内に，現在地  
馴 二の法律は，RaccoltadegliattidelgovernodisuatTlaeSt畠ILREDISARDEGNA，  
1848に登載されている」．提案者の代議院議上iシネオの名を適してシネオ法（LeggeSineo）   
と呼ばれる。Faustino deGregorio，Peruna storia deirapportitra Stato e Chiesa，   
Aracne，RolTla，2001，43s．を参照され来い。  
㈹F．RacioppieI．Brune】】i，Commentu alloStatuto delRegno，Cit，．77．  
¢9）こa）法律は，Raccoltadegliattidelgovernodisuamaest哀ILREDISARDEGNA，  
1848に登載されてし、る。追放の理由は，政治的混乱の煽動者，反日由主義的・保守的政   
府の支持者，教皇の代理人であるとし、うことであったが，もちろん，この法律にもかかわ   
らず，イエズス会はイタリア半島の外地で活動を継続した。FaustinodeGregorio，Per   
unastoriadeirapportitra StatoeChiesa，Cit．，66s．を参照されたい（，  
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の県公安当局に．■出頭し，確定した住所を申告しなければならない。  
第5粂 前項の臣民には，この法律施行の日から，年500リラの年金を支給す  
る。但し，別段の措置がとられるまでとする。  
第6条 前条の年金の受給を望む者は，第4条に定める期間内に，当該当局  
に対し，還俗の正式の申立てをしなければならない。還俗の措置は政府が  
引き受け，聖座と交渉する。   
（参 酌項の申立てをしない者は，年金を受給することができず，さらに刑法  
典第2編第8章第5節に定める規定に服する。  
第7条 当面サヴォイアを除く全土剛二おいて，聖心イェズス女子信徒会は  
解散され，完全に禁」Lされる。  
第8条 首都において聖心イユズス女子信徒会が占有する家屋は，旧所有者  
である県の事業団に全面的に返還される。  
カトリック教会への攻撃開始の準備としてイエズス会の追放に踏み切った  
サルデーニヤ王国の自白巨主義政治家は．次に教会の特権剥奪に着手する。い  
わゆる2つのシソカルデイ法である（30）。重要な法律なのでこれも全訳を示す  
ことにしょう。  
1850年4月9日法律第1013号（第1次ンッカルディ法）  
第1条 聖職者と世俗人の聞及び聖職者問の民事事件は，対人訴訟であれ対   
物訴訟であれ又は両者を含む訴訟も，世俗の裁判所の管轄とする。  
第2条 聖職椋の指定権及び受給権，教会財産，教会施設のItj有回復又は所   
有権確認にかかるすべての事件は，世俗の裁判所の管轄とする。  
第3条 聖職者は，他の市民と同じ〈，国のすべての刑事法律に服する。  
（塾 前項の法律で定める犯罪に閲し，聖職名は，訴訟法の手続に従い，重罪，   
軽罪，違警罪の区別なしに世俗の裁判所で裁判を受ける。  
第4条 国の法律で定める刑罰は，世俗の裁判所によってのみ科すことがで   
きる。但し，教会法に別して霊的刑罰を科すことは教会当局の権限石偏と  
80）シッカルデイ法を巡る議会の動向については，井口文男『イタリア憲法史』（有信堂，  
J998年）47頁以下を参照されたい。2つの法律は，Raccolta deg】iattidelgoverno di  
suamaest云ILREDISARDEGNA，1850に登載されている。なお，GiuseppeLeziro圧  
RelazionifraChiesacattolicaepoterepolitico，G．Giappichelli，Torino，1998，29Oss，  
も参照されたい。  
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してなされる。．  
第5条 前4条に定める事件に関しては，教会の人的事項であれ物的事項で   
あれ，控訴裁判所の裁判官が第1審としての審理を行い，今後現行法律で   
定める管轄に関する一般規定が遵守される。  
（診 控訴裁判所の裁判官は，この法律が施行される時に自己に係属している   
事件について，審理を行う。  
第6条 逮捕すべき者が，現在まで免責とされた教会又は他の場所に逃亡し   
たときは，逮捕を速やかに行うべきであり，逮捕された者は，刑事訴訟法   
に定める規定に従い，迅速かつ正規の手続に服するために司法当局に送致   
される。  
② 但し，逮捕に際しては，礼拝が妨げられないように，その場に相応しい   
自己慮と必要な注意が払われるものとする。  
③ さらに，教区司祭又は逮捕が行われた教会の主管者司祭に，逮捕と同時   
に又は可能な限ー）速やかにこのことを通知するものとする。  
④ 前項の場所で行われる捜索，差押えに関しても同様な規定が適用される。  
第7条 政府は，婚姻契約の民事法上の効果，同契約の締結能九 同契約の   
方式と効果を規制する法律案を国会に提出するものとする。  
1850年6月5Ll法律第1037号（第2次シッカルディ法）   
教会又は世俗の団体及び法人は，国務院の意見を徽して制定された勅令に  
よー）許可されなければ，不動産を取得することができない。   
贈与及び遺贈は，前項に定める方式によらなければ効力を有しない。  
これによ「），教会裁判権，聖職者特権，教会庇護権が廃止された。また，  
民事婚の導入も予定されている。＜国家の中の国家＞としての地位にあった教  
会をく国家の中の団体＞にすぎないものへと舷める狙いがあるといえよう。  
過去との断絶が明瞭になった0そして第2次シッカルディ法は，いうまでも 宍  
なくく死手＞という自由主義経済に対する障害の除去を念頭に置いたもので ○  
る（31）。   
この自由主義国家の経済政策の遂行を→屑推進せしめるために制定された  
（31）Giuseppe Leziroli，Dallalegge Siccardia11alegge Bassanini，G．Giappichelli，   
Torino，2（）00，3ss．  
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のが1855年5月29日法律第878号（カヴール・ラタ・ソツイ法）（32）である。  
まず，佗道会により国内に設置され民事法律により法人として認可された  
修道院で，説教，教育又は病人の扶助を行わないものが廃止された（第1条）。  
また，司教塵聖堂参事会伯道院総会も同じく民事法律上の法人としては廃止  
されたが，信者の魂の配慮を行っているもの，又は人［12万人を超える都市  
にあるものは存続する（第2条）。．さらに受給者により個人的に遂行されなけ  
ればならない完数的役務に与らない普通聖職棟も廃止されることになった（第  
3条）。  
そして廃止された団体及び法人の保丞▲する財産は，この法律に基づいて設  
立される宗教金庫（Cassaecclesistica）に譲渡され（第4条），宗教金棒は国  
家財政から区別され独立のものとされた（第5条）。廃止された佗道院に帰属  
していた聖職省には宗教金庫から年間手当が支出されることになっている（弟  
9条）。廃止されなかった完教法人等に対しては収入に比例した年間負粗金が  
課せられることになっている（第25条）。  
教会の役割を本来の霊的役務に限定し，従来行っていた広義の営利活動を  
禁止するととともに，国家は教会に課税権を有することを明示した法律とい  
えよう。要するに国家の宗教施二策にかかわる絶賛はすべて宗教金庫が管轄す  
ることになったのである。  
2 イタリア統一王国形成後の1865年に公布された民法典（33）は，第1巻第5  
編で婚姻につき定めているが，教会姫につき言及することがない。すなわち  
従来教会の権限とされていた婚肋を尊属的に国家が規制することになった。  
又，同第12編は，市民籍をも国家の管轄事項としている。そして，第1条は，  
「すべての市民は私権を享有する。但し，イf罪耳告により失権する場合は，  
この限r）でない」と定めているが，これは聖職者をも国法の規制下にあるこ  
とを宣言Lたものと解されている。革命的ともいえる変化が政教関係に生じ  
たと評価Lえよう  
孟  宗教法人の材産行為に関しては，サルデーニヤ壬剛二おいて実施されてい  
九 た規制を確認している。すなわち宗教法人も世俗の法人と同様に国の法律が  
（32）GiuseppeLeziroli，RelazionifrzIChiesacatto】icaepoterepolitico，Cit．，291ss．に掲   
載されているのを参照した⊃  
O3）ここでは，しodiceciviledelRegnodlItalia，Stalllperia Reale，1ミoma，1896を＝参無し   
た。なお，ニの民法典の成立経緯と構造については，小谷・前掲注11において詳細な解析   
がなされているのて∵春用されたい。  
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認可する限りにおいて財産を取得し所有することができ（第433粂），宗教法  
人の財産は国の法律で規制され，政府の許可なしに譲渡しえない（第434条）。   
いずれ8こしてもイタリア自lh主義l重l家における政教関係は，憲章の規定に  
もかかわらず，国家が教会を管轄L，カトリックをも含むすべての宗派に対  
等の自由が承認される段階に達したとみなすことができよう。  
3 1866年になると教会の経済的勢力を削ぎ，さらに第3次対オーストリア  
独立戦争の経費を捻出することをも目的にしていわゆる教会資産没収法が制  
定されることになる。当時，イタリア全跡こおいて2382の修道院が存在し，  
修道士は14，807人，修道女が14，184人いたという（34）。   
まず1866年7月7日国王代行命令儲2D26号（35）は，共同生活を行っている修  
道院を対象にしたものである。   
第1粂により，「共同生活を行い宗て数的性格を有する修道会，信徒会，正規  
及び世俗の信心会，修道会女子寄宿学校，修練会」の法人格が剥奪された。  
廃止された修道会等のすべての財産は，国庫に帰属する（第11条）。そしてこ  
の財産の管理は，従来の宗教金庫に代えて設立された祭祀基令（Fond（〕peril  
culto）が行うことになっている（第25条：ト。修道士及び佗道女‾には，この基金  
から定街の年金が支給される（第3条）。   
ただし教会へのそれなりの配慮も示されてはいる。窮18条によれば，「礼拝  
の用のために維持される建物，及びその中にある絵画，彫刻，動産，聖具」  
等は没収の例外とされている。また，第24条により，「この法律又は従前の廃  
止法律により損告を被った修道院及び他の法人に帰属する建物に存する著書，  
手稿，学問的資料，文書，記念物，美術品又は貴重な考古品は，公教育大臣  
との事前の合意に基づき法務大臣令によー），当該県の公立図書館又は美術館  
に譲渡され」，「祭ホ巳の川に供される絵画，彫像，備品及び動産は，それが存  
する教会の用のために保有される」ことになった。   
かくLて，「傾道会，信徒会，信心仝，修道会女子寄宿学校，修練会の構成  
員は，この法律の公布の11から，すべての私権と政治的権利を完全に行使す  
ることができる」（第2条）とされたが，教会の自由主義国家への憎悪の念が  
いよいよ増大したことは疑いなかろう。この法律の趣旨を在俗の宗教団体に  
糾）F．Racjoppiel．Brunelli．Commento a】loStatuto delRegno，Citリ84，  
郎）GiuseppeLeziroli，RelazionifraChiesacattolicael）OterepOlitico，Cit．，295ss．に掲   
載きれているのを参難した。  
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まで及ぼしたのが，1867年8月15rrJ法律第3848号（36）である。しかも，この法  
律の第18条によれば教会財産に対しては30％という高率の特別税が課せられ  
れることになっている。これでもって国家の教会に対する経済的優位も確保  
されることになったといってよかろう。  
4 さてイタリアの統一は，終局的には聖座のあるローマの占領（1870年9  
月20日）でもって完成したが，世俗の権力を喪失した教皇に霊的権力を従前  
と同様に行使せしめることをいかにして確保するかという困難な問題を提起  
せぎるをえなかった。サルデーーニヤ王国以来の悩ましい懸案であったが，国  
家は教会の意向にかかわらず一方的に特別の法律を制定することによってこ  
れを解決しようとした。すなわち，1871年5月13日の教皇と聖座の特権，及  
び国家と教会の関係に関する法律隼）である。保障法と通称されるこの法律は  
形式的には，「第1章 教皇と聖座の特権」と「第2章 国家と教会の関係」  
の2つの部分から構成されているが，実質的は2つの個別の法律を合体した  
ものである。極めて重要な法律といえるので各別に全訳を示すことにする。  
第1章 教皇と聖座の特権   
葬‖集〔教皇の神聖・不可侵〕教皇の一身は神聖不可侵である。  
第2集〔教皇に対する犯罪〕教皇の一身に対する加害行為及びかかる行為を  
実行させるための煽動に対しては，国王の一身に対する加害行為及びかかる  
行為を実行させるための煽動に対して定められたのと同じ刑罰を科する。  
②演説，事実又は出版法第1条に定める手段でもって教皇の一身に直接なさ  
れた侮辱と公然たる誹毀は出版法第19条に定める刑罰に科せられる。  
③前2項の犯罪は控訴院が訴追を行い，管轄する。  
④宗教に関する事項の論議は完全に自由である。  
第3条〔主権者としての教皇〕イタリア政府は，王国の領土内において，教  
皇に主権者としての敬意を表し，カトリックの国主により教皇に認められて  
いる至高の栄誉を帰することにする。  
（36）GiuseppeLeziroli，RelazionifraChiesacattolicaepoterepolitico，Cit．，3O2ss．に掲   
載されているのを参照したじ  
（37）LeggesulleprerogativedelSommoPonteficeedellaSantaSede，eSullerelazioni   
de1loStatoconlaChiesa，inRaccoltaufficialedelleleggiedeidecretidelRegnod’  
Italia，1871，1014ss．  
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②教皇は，自らに随従し，宮殿を保護するのに相当な数の衛兵を保持する権  
能を有する。この衛兵には王国の法律による責務と義務を課さない。  
第4集〔聖座の基金〕聖座のために年3，225，000リラの基金が設けられる。  
②聖使徒宮殿，聖会，聖省，国務長官と外交団の款でローーマ関連の予算に記  
載されるのと同額のこの資金をもって，教皇の待遇，聖座の種々の教会とし  
ての要求，通常及び特別の維持，使徒宮殿とその従事者の保護，前条の衛兵  
と教皇座の随員の手当，退職金と年金，諸支出，さらに附属の美術館と図書  
館の通常の維持と保護，その従業員の手当，給与及び年金に充当するものと  
する。  
③前項の基金は聖座の名で永久にして不可譲の形式で公債吾に記載され，聖  
座の活動休止期間においてもこの間の教会の需要を満たすために支出される  
ものとする。  
④この基金は，政府二，市町村又は県のいかなる租税又は負担金をも免除され  
る。イタリア政府が美術館及び図書館に係る支出を事後に負担することにな  
っても，この基金を減少することはできない。  
第5条〔教皇の宮殿〕教皇は，前条に定める基金に加えて，ヴァテイカン宮  
殿及びラテラノ宮殿並びにそれに附属する建物，庭園及び土地，さらにカス  
テル・ガンドルフォ別荘とその附属品と従業員を引き続き使用することがで  
きる。  
②前項の宮殿，別荘及び附属品，さらに美禰館，図書館及びその実術品と考  
古品の収集は不可譲であり，公益のための課税又は負担及び収用を免除され  
る。  
集6集〔教皇座の空位〕教二皇座が空位の問，司法機関又は政治機関は，いか  
なる理由によっても，枢機卿の人身の自由に妨害を加えたり，制限を課すこ  
とはできない。  
②政府は，教皇選挙会及び公会議が外部の暴力により肋げられないような措  
置を執る。  
第7集（教皇の居所の不可侵権〕公的機関の職員又は警察職員は，自己の職  
務を遂行するために，教皇の居住する，若しくは一時的に滞在する宮殿及び  
場所，又は教皇選挙会若しくは公会議の行われている場所に立入ることがで  
きない。イ旦し，教皇，教皇選挙会，公会議が許可した場合は，この限りでな  
い。  
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第8条〔検査，捜索，押収の禁止〕教皇庁の省及び委員会にある純粋に霊的  
事項にかかる書類，証書，書籍又は記銘を検査，捜索又は押収することは禁  
止される。  
第9条〔霊的役務の自由〕教皇は，霊的役務を行使し、ローマの聖堂及び教  
会の門に，その聖務にかかるすべての文吉を掲示する完全な自由を有する。  
第川集〔聖職者の服務の自由〕ローマiこおいて職務のために聖座の霊的役務  
の文書の公布に関わる聖職者ほ，このために当局によるいかなる妨害，尋問  
又は審査をうけることはない。  
第11条〔使節の特権〕教皇庁に派遣される外国の使節は，王国において，国  
際法に従い外交官に帰属するすべての特権と免責を享受する。  
②前項の特権と免責に対する侵害に対しては，イタリア政府に派遣された外  
国の使節に対する侵害に適用される刑事制裁が付せられる。  
（3外国政府に派遣される教皇けの使節に対しては，国際法に従い，派遣国に  
赴き，帰国する特権と免竜が王国の領土州こおいて保障される。  
第一2集〔通信の自由〕教皇は，司教職にある名及び仝カトリック世界とイタ  
リア政府の何らの介入を受けることなく自由に通信しうる。  
（卦前項の臼的のため，教皇には，ヴァテイカン又は他の居住地に自己の選択  
する雇月により運営される郵政局を設置する権能が与えられる。  
③教皇座の郵政局は，外国政肘の郵政局と直接に書簡の送付をすることがで  
き，叉ほ自己の通信をイタリア郵政局に委託することができる。いずれの場  
合においても，教皇座の郵政局の検印のある書簡又は通信は，イタリア領域  
内においては，課税又は費用を免除される。  
④教皇の名において派遣された伝書吏は，王国においては，外国政肘の伝書  
史と均しいものとされる。  
（9教皇座の郵政局は，王閃の郵政局絹と国の費用により連結されるものとす  
る。  
⑥教皇座の郵政局により発送され真性の教皇の特性を帯びている電信は，国  
家の電信につき定められた特権と王国における課税免除により受信及び発信  
される。  
⑦聖座の御璽を付され，王国の郵政局に提出された教皇の電信又は教皇の命  
により署名された電信は，別項と同じ特典を享有する。  
⑧教皇に宛てられた電信は，差出人の負担する税を免除する。  
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第13条（神学校等の教会による管理）ローマとその近郊にある神学校，学院，  
寄宿学校及びその他のカトリ、ソクの施設で教会の教育と「文化のために設立さ  
れたものは，王国の学校当局の十渉を受けることなく，引き続き聖座によっ  
てのみ管理される。  
1，000年以上の歴史を誇る教皇の領土特権の代償として，教皇は全・他界のカ  
トリック信者に対して霊権をド＝如こ行使しえるように特別の＜主権者＞とさ  
れ，独自の衛兵を保持する権利が承認された（第3条）。第1条及び第2条は，  
この帰結を確認するものといえよう。第4条及び第5条は，国の予算による  
経費支出，宮殿・別荘の維持を確約するものである。第7条は，聖なる空間  
の不可侵を保障し，第6条は，これを教皇空椋の場合に拡張したものといえ  
よう。第8条から第13条までは，霊的役務の行使の保障にかかわる規定とい  
える。   
以上の特権の対価として，保障法は，自由主義の論理を貫徹するために注  
意深く，第2粂4項において「宗教に関する事項の論議は完全に自由である」  
と定めた。かくして「自由な国家における自由な教会」というカヴールの定  
式が実現したようにも思われる。しかしながら，同一の国家の中に主権を有  
し神聖不可侵とされる田七と教皇が併存することは可能なのであろうか。   
責任という観点からみると，たしかに教皇は法的に責任を負うことはない  
が，一定の聖務の行使の白山はローマ城内に限定されている（第9条）。教皇  
の役務に奉仕する聖職者も同様とされる（第10条）。また，国際関係において，  
聖座による国際違法行為が行われたとしても，イタリア国はそれに起因する  
責任を負わない抗弁として，教皇がイタリア国の法律によー）無責任とされて  
いることを主張しえるという利点があるのかもしれない（38）   
そうすると，この保障法の下では，教皇は国王と対等の地位にほない，換  
言すれば外見上においてのみ対等であり ，実質は国王の下にあり，イタリア  
国の国際責任を免れるために黄任を負わないとされたにすぎないといえない  
こともない。  
次に，「第2章 国家と教会の関係」を示しておこう。  
伽）F．   
たい。  
RacioppieI▲Brune11i，Commento allo StatutodelRegno，Cit．，95s．を参照され  
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第2章 国家と教会の関係   
第川条〔聖職者の集会の自由〕カトリックの聖職者の集会の権利の行使に対  
する特別の制限は廃止される。  
第15条〔国家の特権の放棄〕シチリアにおける教皇代理使節権は政府により  
放棄され，さらに全王国において上級聖職禄の付与にかかる指名権又は提案  
権が放棄される。  
②司教は国王に宣誓することを要求されない。  
③上級聖職禄及び下級聖職釜剥ま，王国の市民に対してでなければ付与するこ  
とができない。イ旦し，ローマとその近郊においては，この限「）でない。  
④国王推薦による聖職録の付与は従前のとおりとする。  
第16条【国王の審査と同意の廃止〕国王の蕃査と同意及び教会当局の文書の  
公布と執行に対する他のすべての形式による同意は，廃止される。  
（訂但し，第18条に定める特別の法律で別途定めるときまでは，教会財産の使  
途及び上級と下級の聖職禄の引当に関する教会当局の行為は，引続き国王の  
審査と同意に服する。但し，ローマとその近郊の場合を除く。  
③教会施設の創設と存在様式及びその財産の譲渡にかかる民法の規定は，従  
前のとおりとする。  
第17条〔教会当局の専権事項〕霊的及び戒律に関する事項については，教会  
当局の行／毎に対してF申立てをすることも上訴することも認められない。又，  
いかなる強制執行もそれらには認められることなく若しくは付与されない。  
②教会当局の前項の行為及び他のすべての有為の民事上の効力の認定は，民  
事裁判権に属する。  
③但し，これらの行為が国法若Lくは公共の秩序に反し，又は私人の権利を  
侵害するときは，いかなる効力も有しない。叉，それが犯罪を構成する場合  
には刑事法律に服する。  
第18条〔教会財産の規制〕王同における教会財産の再編，維持及び管理につ  
いては，他の法律で規制するものとする。  
第19条〔経過規定〕この法律の対象であるすべての事項において，この法律  
に反する現行のすべての規定は，無効とする。  
ここでは第17条に注目されたい。教会の専権事項とされているのは「霊的  
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及び戒律に関する事項」に限定され，他はすべて国法に服することになって  
いる。   
そうすると，聖座かこの法律を凶家の片務的行為として－受け入れず，ロー  
マ問題は未だ解決されていないとして無視したのはある意味では当然のこと  
といえよう。他方，国家は，宿原自のローマ聞騒が解決されたとみなし，そし  
て国家と教会の分離という日I自主義の理念が実現されたと思いこんだ（39）。   
ここまでの考察を踏まえて小結と今後の課題を展望してみよう。  
四 ノJ、結および今後の課題  
オルランドは．憲章第1条は事実と法律により廃棄され，イタリアにおい  
てはカトリックはもはや回教ではなくなった，すなわちイタリア同家は信教  
的色彩をすべて失ったと述／ヾていた。   
しかしながら当時のイタリアの人口3千2百万のうち16フブのみがカトリッ  
ク以外の信仰を告白していた，換言すればイタリア人の大多数がカトリック  
に帰依していたということ，さらにローマには保障法の特別の保護下に聖座  
が存在していたということを踏まえるとかかる見解に安易に与することはで  
きないであろう。カトリックを国教とする憲章第1条の規定は，自由主義政  
治家による反カトリック的立法にもかかわらず，→定の意味では効力を保持  
し続けていたのである（4D）。   
政治家として活躍することになったオルランドは，教会を畏敬する信条も  
あって，保障法の枠組みとは異なる政教関係を求めて教会当局と秘密の接触  
を行っていた。そして，糸f余曲折を経ながらも，この秘密交渉は，カトリッ  
クを回教とする憲章第1条の原則の確認及びヴァテイカン市田の創設をも含  
む1929年のラテラノ協誌として結実することになったといわれる（41）。そうす  
るとオルランドの説は検証の余地を残しているということになろう0  
伽）教皇保障法の概要と評価に一」し、ては，井口文男『イタリア憲法史』（有信覚，1998年1   
81頁以下を参照されたい。  
（40）F．RaeioppieI．Brune11i，ConlmentOalloStatutodcIRegno，CiL，102ss．を参照さ   
たし－。  
射）MarioBracci，V．E．Orlando］egis］atore，inRivistatrimestraledidirittol〕tlbb】ico，  
1953，96，141ss．  
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次に，「Ll由な匝懐における‖rIは教会、ノというカヴールの提哨した標語の  
捉えカーの問題である。政滝的な．㌣川l碩はともかく，法的には「垂人かつ危険な  
誤謬を含むことがあl）うる」とオルランドは指摘Lてし、た。これは何を示唆  
しているのだろうか。   
近代国家は，特権を保障された特定の又は公式の宗教を告〔lしないし，教  
えることもないが，無神論を宣布するわけでもなく，：Jて教事項に無関心であ  
ることもない。むしろ，共l■可休の利益のために社会生活及び政治生活に多大  
な影響を及ぼす宗教事象を規制する権利と義務を有している（42）。このことが  
承認されるならば，「目I11な国家におけるトニ川lな教会」という標語に潜む誤．謬  
の意味が．印解しえよう。すなわち同ノ家は教会を自由放任の状態にしておくわ  
けにはいかないということである。しかしながら，この標語の問題性は，む  
しろく教会＞をく国家＞の中に存在するもの，すなわち同家の叶の団体とし  
て捉えているところにあるのではなかろうか〔カトリック教会は普遍件を標  
接しているのであるから，同家の1いにありながら同家を超越しノているのであ  
る。そうするとカヴールの標語はこの教会の特性を見失っているといえない  
こともない。   
ロマーノの場合は，こうした牛封年をし視野にいれながら匝l家と教会の関係  
を考察しているようである。そしてローマ帝匝＝こよるキリスト教公認以降の  
政教関係の歴史を背景に国家と教会の結合という観点からこの関係を類型化  
しているが，結局は，同格の同家と教会が双務的に協約を締結することがあ  
るべき姿とみなしていたょうである。   
そうすると1871年の保障法は同家管轄削的弼潤を留めており，閲家による  
片務的な宗教の規制なので，国家と教会の結合を甘指したものではなく，1929  
年のラテラノ協定こそが，望まLき政教関係を規律したものであると評価し  
ていたのではないかと思われる。〕   
この点に関しては次のような見解もある（43）。   
保障法は，まことにイタリアニ＼ンニ法の偉人な作．枯であったのみではな〈，世  
界的かつ継続的頚要性をも石するものであった。実にこの法律とその樹立し  
た体系の恵みにより，仝111二界の公論のみではなく，教皇Ji二！1身も次のことを  
確信することになった。1仕†獅尉ま聖倖にとって兵粗となっていたのであり，  
伍2）F．Raci（）ppieI．BrunClli，Com111entO allo StatuLo delRegno，Cit．，107．  
（43）ArLuroCarloJemolo，ChiesaeStatoinltalia，Einaudi／rorino，1955（1977），41s．  
二ヾ   
岡 法（54－4）9了6   
教皇の威†i言，全世界にカトリックを丞j－赦するための事業を増大し改良する吋  
能性，確実に教会を統治することか一鳩谷易になる吋能惟は，この世俗権の  
喪失ととい二急速にたかまったのである。1929年ク）協定は，イタリアの内政  
における決定的転換を表象し＿，この分野での「］しH主義的装置グ）残渾を斬りさ  
ることにはなった。しかしながらローMマ問題に関していうならば，実体では  
な〈形式が変化したものにすぎない。すなわち聖庫の位置する領域は使徒娃  
ク）建物に限定さJlたままであり，これに対してはイタリア当局は何らの権限  
をも有う▲ることはなかった。彗■王座にt喜作された外交使節はイタリア領土内に  
引き続き滞在することができた。J   
この見解は，国際的視点から，また保障法のホした政教Jl射系の実態を踏ま  
えて，1929年のラテラノ協定は，1871年の保障法を継承するものにすぎず，  
イタリアにおける政教関係の酢むiこおいては後者こそがより重要なものであ  
るとみなしている。魅力的かつ興味深い洞察といえよう。ロマーノの説と対  
比Lながら，この点を検証することが今後の課題である。  
（本稿は，平成15〉－16年度科学研億蘭補助令・堪磐イ肝究（C）（2）による研究成  
果の一部である。）  
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